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論文内容の要旨 
 
 わが国において近年、野菜づくりを趣味とする人々が増加している。これは、一つには
高齢化の進展に伴い健康増進と仲間作りへの関心が高まっていること、いま一つは消費者
の食に対する不安が広がり、安全で安心できる食を確保しようとする欲求が高まっている
ことと関係していると思われる。特に都市部では、常日頃口にしている食べ物がどこでど
のように作られているのかを知らない人々が多くなっており、それに対する危機感から、
わが国では 1990年代以降、生産者と消費者との距離を縮めようとする運動が活発化すると
ともに、小中学校でも盛んに食育や食農教育が取り入れられてきた。 
 しかし、それで安全で安心できる食への不安が解消されたわけではない。むしろ、量的
意味においても質的意味においても、安全で安心できる食への不安は益々高まっている。
例えば、昨年大筋合意した TPP（環太平洋経済連携協定）の締結により、近い将来わが国
の農林水産業は多大な影響を被ることが予測されており、海外から質の高い農産物や加工
食品が安定的に輸入されるのかといった懸念が広がっている。また世界の社会経済事情や
開発途上国の人口増加、地球温暖化など異常気象等による食料不足についても大きな懸念
が広がっている。 
 このように安全で安心できる食の確保はわが国にとってきわめて重要な課題ではあるが、
その解決策の提出に真正面から取り組むことは、課題が大き過ぎて筆者の能力をはるかに
超越している。そこで筆者の出来ることと地に足の着いた研究の双方の視点から、安全で
安心できる食の確保について考えた結果、生産者と消費者の距離を縮め、自ら野菜づくり
が出来る市民農園に着目することにした。 
 すなわち、今日のわが国の農業は、生産額、所得、就業人口のいずれも減少傾向にある
一方で、耕作放棄地の面積は増加の一途を辿っている。そこに近年人気の野菜づくりがで
きる市民農園が、このミスマッチを多少なりとも解消できないかと考えてみた。市民農園
も大都市圏ではその開設数が伸び、近年では民間企業の運営による開設数も増加している。
しかし、地方都市でも耕作放棄地問題や「農」への関心は同様で、「食」と「農」の乖離は
進んでいる。そこで地方都市における民間企業の運営による市民農園の普及可能性を検証
した結果、市民農園は先行研究から大都市圏でも地方都市でもその多面的機能を発揮する
意味において必要性が十分に確認され、普及の可能性が明らかになった。各章の成果は以
下のとおりである。 
 第 1 章では、本論文の背景として市民農園に対する需要が高まる一方で耕作放棄地が増
加傾向にあることから、耕作放棄地を有効利用するための方策として民間企業による市民
農園の普及可能性を明らかにすることを研究目的とした。そして先行研究の整理により、
市民農園研究は、利用者特性・運営面の研究が中心で開設主体の比較に関する研究は少な
いこと、民間企業による市民農園について大都市圏における取り組みを対象とした研究は
見られるが、地方都市の取り組みを対象とした研究はないことが明らかになった。そこで、
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以下 3 つの課題を設定した。第 1 に市民農園制度の側面から開設主体別の特徴を明らかに
する、第 2 に民間企業による市民農園事業の事例分析によりその運営の特徴と課題を明ら
かにする。第 3 に地方都市における民間企業による取り組みを対象に、その普及要因と今
後の課題を明らかにする。 
 第 2 章では、既存文献より市民農園に関連する法制度の変遷や市民農園開設数の推移、
開設方式等の相違を整理した。まず、近年の市民農園開設数の著しい増加傾向は、農地法
等の緩和により市民農園の開設が容易になったことが大きな要因といえる。そして、市民
農園の開設方式として、特定農地貸付方式と農園利用方式の 2 種類があるが、両者の特徴
の比較から農園利用方式の方が法的手続きは不要である点、貸付期限の制限がない点、面
積の制限がない点、さらには適切な利用契約を結ぶことで相続税の納税猶予を受けられる
こともあり開設が容易と考えられる。また、開設主体別の特徴の比較から、民間企業は利
用料金は他の開設主体に比べて高いが、種苗や肥料等の栽培に必要な生産資材が準備され
ているだけでなく、栽培指導ができる管理人が常駐しているなど初心者でも取り組みやす
い環境が整備されている。このような利用者目線のサービスが充実していることが民間企
業による市民農園事業の最大の特徴といえる。 
第 3 章では、市民農園事業を展開している代表的な民間企業 3 社を対象に、それぞれの
事業内容について比較検討した。その結果から、主に農園利用方式を採用しているマイフ
ァームは、利用料金は相対的に高いものの、専門の研修を受けた管理人がほぼ常駐してい
るため、利用者が栽培のアドバイスを受けやすい環境が整備されている。また、管理人が
栽培を放棄した荒地の管理、農園周辺の違法駐車及びごみの放置等のマナー違反の管理も
行うため、農地所有者にとっても利点が多い。以上より、マイファームの取り組みが市民
農園利用者と農地所有者双方にとって利点の多いことが明らかになった。 
さらに、マイファームの先進的な取り組みとして、体験農園を指導できる管理人の育成
を目的としたアグリイノベーション大学校の設立が挙げられる。民間企業による市民農園
において、市民農園利用者、農地所有者等の関係主体とのコミュニケーション力が求めら
れる管理人の存在が重要となることから、その育成に力を入れる上記の取り組みは、今後
の民間企業による市民農園事業のロールモデルの一つといえる。 
第 4 章では、地方都市において地域住民と農地所有者が一体となった農地保全のあり方
として市民農園に着目し、宮城県石巻市の M 社を事例として民間企業による市民農園の成
立条件について分析した。分析結果から、M 社の市民農園モデルは現状において経営収支
は黒字であること、M 社直売所への販売意欲がある市民農園利用者が、直売所の出荷量が
少ない時期にきゅうり等の野菜を出荷することで、区画数の増加等による今後の更なる展
開が可能となるといえる。この点は、地方都市における耕作放棄地の解消にも貢献するこ
とが期待される。今後の地方都市における市民農園の普及に向けて、地方公共団体や農業
協同組合による市民農園と比べて、利用者への栽培指導や生産資材の供給等のサービスが
充実している民間企業による市民農園が果たす役割は大きい。したがって地方都市におけ
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る市民農園の普及において、農地所有者と市民農園利用者をつなぐ M 社のような民間企業
の存在が重要になるといえる。また、M 社のような農業資材等の販売を行う民間企業は、
市民農園事業を展開することで市民農園利用者に対する農業資材等の販売拡大につながる
点が期待できる。さらに農産物直売所のような市民農園で栽培された農産物の販売先を持
つことは、将来的な事業展開として有利といえる。 
今後の市民農園展開の課題としては、民間企業による市民農園事業においてより現実的
で実態に即した効率的な運営方式へ改善する必要がある。また、市民農園利用者の直売所
出荷を考慮した場合、民間企業による市民農園の開設方式として特定農地貸付方式と農園
利用方式のどちらが適切かをさらに検討する必要がある。 
また、市民農園に対する需要の高まりから、民間企業等を中心とした利用者を意識した
サービスの提供により、市民農園の開設数は今後も増えることが予想される。今後は、市
民農園の新たな利用者として、福利厚生を目的とした法人を対象とした市民農園のあり方
についても検討することも必要と考えられる。 
さらに、第 3 章で明らかにしたように民間企業による市民農園事業の展開においては、
農地所有者及び市民農園利用者とのコミュニケーション力をもつ管理人の存在が重要とな
る。今後は、各企業においてこのような管理人を育成する仕組みを構築することも必要と
いえる。 
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